
公立大学法人周南公立大学

令和５年度 財務レポート



１. 貸借対照表の概要
貸借対照表は、期末時点（３月３１日）における財務状況を明らかにするた

めのものです。法人の持つ全ての資産、負債及び純資産を記載しています。

（単位:千円）

Ⅰ　固定資産 5,149,565 Ⅰ　固定負債 319,715

5,125,212 長期繰延補助金等（注） 319,065

土地 2,423,806 その他固定負債 650

建物 1,563,774

構築物 81,434 Ⅱ　流動負債 1,587,120

工具器具備品 263,657 寄附金債務（注） 894,812

図書 780,008 未払金等 649,686

美術品・収蔵品 7,965 その他 42,622

車両運搬具 4,568 1,906,835

24,244

109

Ⅱ　流動資産 1,610,449 Ⅰ　資本金 3,895,548

現金及び預金 1,534,185 Ⅱ　資本剰余金 △ 275,141

未収金 75,981 Ⅲ　利益剰余金 1,232,772

その他 283 4,853,179

6,760,014 6,760,014

純資産の部

純資産合計

負債・純資産合計

負債の部

負債合計

資産の部

　１　有形固定資産

　２　無形固定資産

　３　投資その他の資産

資産合計

有形固定資産

土地 36%

有形固定資産

建物 23%

有形固定資産

工具器具備品等

有形固定資産

図書 11%

有形固定資産

その他の資産

1%

流動資産

現金及び預金等

24%

資産割合
固定負債

⾧期繰延補助金等

5% 固定負債

寄附金債務

13%

流動負債

未払金等

10%

資本金＋資本剰余金

54%

利益剰余金

18%

負債・純資産割合

（注）割合は、少数点以下を四捨五入しています。

１

（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。用語解説（ｐ.10）参照。



［経年比較］

２

［建物］
新学部学科に係る
ネットワーク構築
による資産増加

［工具器具備品］
新学部学科に係る
備品等の整備によ
る資産増加

［現金及び預金］
未払債務の増加に
よる現金及び預金
の増加

［資産見返負債］
会計基準変更に伴
い、資産見返負債
の会計処理廃止

［寄付金債務］
寄付金債務取崩に
よる減少

［未払金］
年度末納品増加に
よる未払金増加

［利益剰余金］
会計基準変更に伴
う前年度の資産見
返負債の収益化に
よる増加

(単位：千円)

増減令和5年度令和4年度科目

571,6476,760,0146,188,367【資産の部】

259,5465,149,5654,890,019固定資産

260,3795,125,2124,864,833有形固定資産

02,423,8062,423,806土地

221,4681,563,7741,342,306建物

△136,29681,434217,730構築物

177,907263,65785,750工具器具備品

1,412780,008778,596図書

△4,11212,53316,645その他の有形固定資産

△93224,24425,176無形固定資産

9910910投資その他の資産

312,1011,610,4491,298,348流動資産

257,5341,534,1851,276,651現金及び預金

54,56776,26421,697未収学生納付金収入等

571,6476,760,0146,188,367【負債・純資産合計】

△523,5551,906,8352,430,390【負債の部】

△812,967319,7151,132,682固定負債

△1,132,0321,132,032資産見返負債

319,065319,0650長期繰延補助金等

0650650その他固定負債

289,4121,587,1201,297,708流動負債

△298,476894,8131,193,289寄附金債務

572,564649,63777,073未払金

15,32442,67027,346その他の流動負債

1,095,2024,853,1793,757,977【純資産の部】

03,895,5483,895,548資本金

△ 137,570△ 275,141△ 137,571資本剰余金

1,232,7721,232,7720利益剰余金



２. 損益計算書の概要

教育研究経費

28%

人件費

50%

一般管理費

20%

受託研究費等

2%

経常費用割合

運営費交付金収益

15%

授業料収益等

43%

寄附金収益

18%

補助金等

収益

20%

その他収益

4%

経常収益割合

損益計算書は、一会計期間（４月１日から３月３１日まで）に属する全ての
費用と収益を記載した書類です。法人の運営状況を明らかにすることを目的と
します。

（注）割合は、少数点以下を四捨五入しています。３

経常費用 金額

教育研究経費 568,386

人件費 988,717

一般管理費 408,155

受託研究費等 32,151

合計 1,997,409

(単位：千円)

経常収益 金額

運営費交付金収益 279,217

授業料収益等 780,681

寄附金収益 333,604

補助金等収益 361,001

その他収益 81,264

合計 1,835,767

経常利益 △ 161,642

臨時損失 25,588

臨時利益 1,420,002

当期総利益 1,232,772

公立化の際に徳山教育財団から承継した
資産から約３億２,０００万円を収益化

会計基準の変更に伴い、令和５年度期首に、令和４年度末の資産見返負債の残高を資産見
返負債戻入（臨時利益）に振り替えたことにより、多額の臨時利益が計上されました（これ
は令和５年度限りの会計処理上の利益であり、現金の裏付けのある利益ではありません）。
この臨時利益の影響で、当期総利益が１２億３,２７７万２千円となりました。令和５年度の
当期総利益は、地方独立行政法人法第４０条第１項に基づく積立金として積み立てています。



【経常費用】
令和４年度と比較して、経常費用は4億8,963万4千円増加しました。増加の
主な要因として、新学部新学科の設置に向けて、消耗品費・管理物品の増加
及び教職員の採用等が大きく影響しています。

【経常収益】
令和４年度と比較して、経常収益は3億2,799万2千円増加しました。増加の
主な要因として、新学部新学科設置に向けての周南公立大学施設整備費補助
金及び寄附金（徳山大学から本学へ承継された保有資金）の収益化が大きく
影響しています。

４

（単位：千円）

科目 令和４年度 令和５年度 増減

経常費用 1,507,775 1,997,409 489,634

　教育研究経費 330,453 568,386 237,933

　人件費 851,145 988,717 137,572

　一般管理費 316,125 408,155 92,030

　その他費用 10,052 32,151 22,099

経常収益 1,507,775 1,835,767 327,992

　運営費交付金収益 223,411 279,217 55,806

　授業料等収益 810,710 780,681 △ 30,029

　補助金等収益 252,004 361,001 108,997

　その他収益 49,696 81,264 31,568

　資産見返負債戻入 169,562 0 △ 169,562

　寄附金収益 2,392 333,604 331,212

臨時損失 50,855 25,588 △ 25,267

臨時利益 50,855 1,420,002 1,369,147

当期総利益 0 1,232,772 1,232,772

［教育研究費］
施設整備費補助金等によ
る新学部学科に係る消耗
品、管理物品の購入増に
伴う増加

［経年比較］

［人件費］
新学部学科設置に向けて
教職員の新規採用による
増加

［授業料等収益］
公立化に伴う入学金の計
上年度変更による減少
（令和４年度決算では、
令和４年度及び５年度の
入学金を計上）

［補助金等収益］
施設整備費補助金を財源
として、新学部学科に係
る消耗品や管理物品を購
入したことによる増加

［資産見返負債戻入］
会計基準変更に伴う資産
見返負債戻入の廃止

［臨時利益］
会計基準変更に伴う前年
度の資産見返負債の収益
化による増加



３. キャッシュフロー計算書の概要

（単位：千円）
令和4年度 令和5年度 増減

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,290,342 271,306 △ 1,019,036

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 302,124 △ 384,348 △ 82,224

人件費支出 △ 816,530 △ 977,092 △ 160,562

その他の業務支出 △ 134,469 △ 178,462 △ 43,993

運営費交付金収入 223,411 279,217 55,806

授業料等収入 793,285 742,707 △ 50,578

補助金等収入 251,941 680,446 428,505

寄附金収入 1,209,365 31,143 △ 1,178,222

その他の業務収入 65,463 77,695 12,232

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 13,691 △ 63,772 △ 50,081

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 13,685 △ 13,675 10

投資その他の資産の取得による支出 △ 10 △ 99 △ 89

定期預金の預入による支出 0 △ 50,000 △ 50,000

小計 △ 13,695 △ 63,774 △ 50,079

利息及び配当金の受取額 4 2 △ 2

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 0 0 0

Ⅳ　資金増加額（Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ） 1,276,651 207,534 △ 1,069,117

Ⅴ　資金期首残高 0 1,276,651 1,276,651

Ⅵ　資金期末残高（Ⅳ+Ⅴ） 1,276,651 1,484,185 207,534

科目

キャッシュフロー計算書は、一会計期間（４月１日から３月３１日ま
で）における資金の収支状況を活動内容別（業務活動・投資活動・財務活
動）に集計したものです。

キャッシュフロー計算書は、損益計算書が、発生主義に基づく会計によ
り作成されるため、必ずしも資金の収支状況を表すものではないこと、ま
た、貸借対照表は、一会計期間の資金の動きを把握することはできないこ
とが理由として挙げられます。

［業務活動によるキャッシュフロー］
教育・研究等の法人業務に係る資金の支出・収入を表します。

［投資活動によるキャッシュフロー］
固定資産の取得に伴う支出、資産運用に伴う支出・収入を表します。

［財務活動によるキャッシュフロー］
主に資金の調達や返済に係る資金の増減を示します。

５



財務指標は、大学の財務状態や業績の良し悪しなどを数字で把握・評価
するための指標です。

４. 財務指標

（注）「指標の考え方」は一般的な財務指標の評価の目安
として右記のとおり記載していますが、一概にはその良否
を判断することができないため、個別の事情を考慮する必
要があります。

↑：高い方が望ましい

↓：低い方が望ましい

６

財務指標 算式 計算書類
指標の

考え方
内容 令和4年度 令和5年度

自己資本比率 純資産÷（負債＋純資産） 貸借対照表 ↑
負債・純資産の合計額に占める返済義務の

ない資本である純資産の割合を表します。
60.7% 71.8%

流動比率 流動資産÷流動負債 貸借対照表 ↑
短期的な支払い義務である流動負債に対す

る支払い能力の割合を表します。
100.0% 101.5%

経常利益比率 経常利益÷経常収益 損益計算書 ↑
経常収益に占める、経常利益の割合を表し

ます。
0.0% △8.8%

教育経費比率 教育経費÷業務費 損益計算書 ↑

大学の経常的な経費に占める、人件費を除

いた教育活動に消費された教育経費の割合

を表します。
25.5% 35.0%

研究経費比率 研究経費÷業務費 損益計算書 ↑

大学の経常的な経費に占める、人件費を除

いた研究活動で消費された研究経費の割合

を表します。
0.6% 0.6%

学生あたり教育経費 教育経費÷学生実員数 損益計算書 ↑
学生一人あたりにかけた教育経費を表しま

す。
283,656 476,812

教員あたり研究経費 研究経費÷教員実員数 損益計算書 ↑
専任教員一人あたりにかけた研究経費を表

します。
151,956 153,575

外部資金比率
（受託研究収益＋共同研究収益

＋受託事業等収益＋寄付金収

益）÷経常収益
損益計算書 ↑

経常収益に外部資金による収益（受託研究

収益、共同研究収益、受託事業等収益、寄

付金収益）の割合を表します。
1.1% 23.4%

人件費比率 人件費÷業務費 損益計算書 ↓
人件費の法人の業務費に占める割合を表し

ます。
71.4% 62.2%

一般管理比率 一般管理費÷業務費 損益計算書 ↓
大学の経常的な経費に対する一般管理費の

割合を表します。
26.5% 25.7%

令和５年度の経常利益利率が、△８.８％となっています。これは、会計基
準の変更により、損益計算上で減価償却費に応じて収益計上していた「資産
見返負債戻入」の計上が廃止されたことにより、単年度での会計上の損益が
均衡しなくなったものです。この会計処理の変更は、「現金の支出がない費
用」に対する「収益の計上」を廃止するという会計処理上の制度変更である
ため、大学運営に活用可能な現金の収支に影響が及ぶものではありません。



地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人注解（以下「地方独立
行政法人会計基準等」という）が改訂され、公立大学法人において、償却
資産を取得した場合の会計処理として、令和５年度から資産見返負債の計
上が廃止されました。これは、「国立大学法人会計基準」等の改訂を受け
て、地方独立行政法人会計基準等研究会において検討が行われ、国立大学
法人と同様に、教育研究を主たる業務としており、理解しやすい財務諸表
等の重要性が高まっていることから、公立大学法人においても国立大学法
人と同様の改訂を行うという考え方で実施されたものです。

５. 地方独立行政法人会計基準の改訂

７

＜改訂後（令和５年度以降）＞

一般に分かりにくい資産見返負債による損
益均衡の会計処理を廃止し、運営費交付金
や寄附金で固定資産を取得した場合は、固
定資産取得年度に取得全額を収益計上し、
翌年度以降は費用（減価償却費）のみが計
上される処理に変更。
※ただし補助金については、資産除却時に返還を求
められる可能性等を考慮し、損益均衡の会計処理を
継続（勘定科目は⾧期繰延補助金等に変更）

財源は資産見返負債に振り替えず
固定資産取得時に全額収益化

資産

建物 60

×1年後 ×2年後 ×3年後

費用（減価償却費） 20 20 20

収益（例：運営費交付金収益） 60 0 0

純資産

（純利益 60）

負債

貸借対照表

※１資産見返負債とは
運営費交付金や寄附金(運営費交付金債務、寄付金債務)を財源として固定資産を取得した場合、財

源を既に使用したことを明らかにするために振り替える科目。減価償却費を計上するときに同額を負
債の減少として認識する。

※２資産見返負債戻入とは
運営費交付金や寄附金で取得した償却資産の減価償却費相当分の収益化額である。(収益獲得予定)

損益均衡の原理、対価性の有無による損益への影響を考慮して、減価償却に見合う収益の計上を減価
償却費と同時に計上することを可能にするため、財源別に区別し、予定通りの業務達成の場合には損
益が均衡するような仕組みを図るもの。価値減少(使用コスト)に見合う収益も発生しているという考
えである。

■資産見返負債による損益均衡処理の廃止

損益均衡を目的として運営費交付金、寄附
金、補助金等を財源に固定資産を取得した
場合、資産見返負債※１を計上し、減価償
却に合わせて収益化

＜改訂前（令和４年度まで）＞

資産

建物 60

×1年後 ×2年後 ×3年後

費用（減価償却費） 20 20 20

収益（資産見返負債戻入※２） 20 20 20

純資産

貸借対照表

負債

資産見返負債 60



「周南公立大学基金（周南みらい基金）」は、学生の修学支援や特色ある
教育・研究活動、多様な地域連携活動などを通じて、地域の活性化を図るこ
とを目的として、広く社会から寄附金を受け入れるために周南公立大学が令
和４年度に創設したものです。

６. 周南公立大学基金（周南みらい基金）

寄附受入額等（収入）

基金取崩額等（支出）

令和５年度令和４年度令和５年度の主な事業基金の使途

4430
奨学金の支給（２名）

学生の修学支援事業１
奨学金制度紹介パンフレット作製

1,5590リカレント講座（19講座、30名受講）教育・研究活動支援事業２

8730
起業イベントの実施地域連携・地域貢献活動支

援事業３
「しゅうなん共創市」の開催

7190
海外留学奨学生への奨学金支給（１名）

国際交流活動支援事業４
海外の大学との連携協定締結

1,7110
基金制度紹介パンフレットの印刷その他、大学全体への支援

事業５
寄附者の銘板作成

5,3050合計

（単位：千円）

（単位：千円）

令和５年度末基金残高 ： 9,112万3千円

学生が地域から支えられていることを実感する中、充実したキャンパス
ライフを過ごすことができるよう、そして、大学を生かした持続的なまち
づくりを実現するために、様々な基金事業を実施してまいります。
基金創設の趣旨にご賛同を賜り、特段のご協力、ご支援をいただきます

ようお願い申し上げます。

ご寄附のお願い

８

23,393
千円

22,417
千円

41件
（個人14、法人27）

77件
（個人51、法人26）
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22,000
23,000
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令和４年度 令和５年度

受入件数
（件）

受入金額
（千円）

受入件数・
受入金額の推移

受入金額 受入件数

令和５年度令和４年度

5,208843個人

寄附金 17,20922,550法人

22,41723,393小計

50,6180公立化前の寄附の繰入

23,3930前年度からの繰越金

96,42823,393合計



（単位：百万円）

●経営シミュレーション（運営費交付金が10年目まで毎年2％減少＆11年目から入学定員充足率を90％）
初年度 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目

2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 2027(R9)

（Ａ） 881 888 1,323 1,783 2,133 2,470

（Ｂ） 1,200 1,328 1,855 1,880 1,909 1,919

収支(Ａ)－(Ｂ) △ 320 △ 440 △ 532 △ 97 224 551
徳山大学からの金融資産充当額 320 440 532 97 ー ー
徳山大学からの金融資産充当後の大学最終収支 0 0 0 0 224 551
徳山大学からの金融資産の残高 1,400 1,080 640 108 11 11 11

支出計

収入計

９

７. 公立化時に引き継いだ金融資産の推移
～経営シミュレーションと決算額の比較～

＜収支の概況＞
●令和４年度は、３億２,０００万円
の収支不足見込みに対し、決算では、
11号館の備品整備費約１億８,９００
万円を市から補助金として交付を受
けたこと、また、公立大学法人化に
伴う入学金の計上年度の変更により、
令和４年度入学者に加え令和５年度
入学者の入学金が加算され２年度分
の収入（＋約１億２,２００万円）と
なったこと等により、最終的には約
２００万円の収支不足となりました。
●令和５年度は、４億４,０００万円
の収支不足見込みに対し、決算では、
情報科学部設置に向け、国から約１
億２,０００万円の助成金が取得でき
たこと等により、最終的には約３億
円の収支不足となりました。

公立化前に行った経営シミュレーションにおいて、公立化後４年目までは
経常赤字が発生しますが、公立化する際に学校法人徳山教育財団から引き継
いだ金融資産を活用することとしています。

1,170 

798 

1,080 
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108 
11 11 11 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 2027(R9)

決算確定後の残高

経営シミュレーションでの想定残高

＜徳山大学からの金融資産の残高推移＞

●決算額
初年度 2年目

2022(R4) 2023(R5)

（Ａ） 1,342 1,821
（Ｂ） 1,344 2,128

収支(Ａ)－(Ｂ) △ 2 △ 307
徳山大学からの金融資産充当額 2 307
徳山大学からの金融資産充当後の大学最終収支 0 0
徳山大学からの金融資産の残高 1,185 1,170 798

△ 2 △ 321
資産見返寄付金への振替え △ 13 0
周南みらい基金への振替え 0 △ 51

取り崩し増
減
要
因

収入計
支出計



用語説明

⑴長期繰延補助金
補助金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産

の貸借対照表計上額と同額を預り補助金等から長期繰延補
助金等に振り替える。計上された長期繰延補助金等につい
ては、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を
長期繰延補助金等から補助金等収益（収益科目）に振り替
える。

⑵寄附金債務
寄附金は、教育研究等の業務のために寄附されたもので

あり、これを受領したときにはひとまず寄附金債務として
負債に計上し、その後、費用が発生した時点で、当該費用
に相当する額を収益に振り替えていくもの。貸借対照表で
は、翌期以降に債務として繰り越す額が計上される。

⑶地方公共団体出資金
設立団体からの出資相当額。

⑷減価償却相当累計額
保有する償却資産のうち、その減価に対応すべき収益が

予定されていないものとして特定された資産については、
当該資産の減価償却相当額は、損益計算書上の費用には計
上せずに資本剰余金を減額する。

10

財務諸表等は
大学のホームページで公表しています

財務諸表、事業報告書等を
大学ホームページで公表しています。
右記ＱＲコードよりご覧ください。

新校舎(S1号館)
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